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研究要旨 母体が安全で、健康な児を出産するために多胎妊娠の管理の管理指針及びその医

療体制を検討を行う。双胎妊娠は、代表的なハイリスク妊娠であり母児の罹患率、周産期

死亡率も高い。さらに児の神経学的後遺症はその後の福祉の経済負担の増加につながる。

そこで望ましい管理指針及びその医療体制のガイドラインを示し周産期死亡率や、児の神

経学的後遺症の発生を防止することを目的とする。①双胎妊娠は、妊娠中毒症や H 日⊥P

症候群の頻度が高いこと、②妊娠中毒症の有無に粛わらず、血小板数やアンチトロンビン

Ill(A ト-1)活性の減少があること、③一絨毛膜=葦鹿性性双胎妊娠(MD)は二絨毛膜二羊膜

性(DD)双胎妊娠に比して、流産や早産、胎児異常の発生が多いこと、④膜性診断を妊娠 15

週までに経膣超音波診断装匿を用いて行うこと、⑤双胎妊娠の胎児発育は腹性により異な

ること、⑥双胎児間の体重の不均衡の有無で胎児発育が異なること、⑦一児 1UF 晦例の死

亡時期、両児の体重差、死亡原因も膜性で異なること、⑧DO 双胎では妊娠 26 週から 30 週

の予防入院で妊娠期間の延長、児の予後の改善がみられること、⑨双胎妊娠の胎位の組み

合わせにより安全な分娩様式があること、⑩多胎児の産科医療体制のシステムは、NlCU1

床あたり、新生児回復病床 4.78 床が必要であり、産科病床 2.18 床に対応する一以上のこ

とがこれまでの後方視的研究で確認された。これに基づいて今後、前方視的研究を行う上

で望ましい管理指針のガイドラインを作成した。 


